
（様式第３－３号）

上記に該当するかについて選
択してください。

↑リストから選択してください

（単位：円）

（消費税込金額）

①従業員に関する経費
（賃金等）

②事業所に関する経費
（新規賃借料等、工事費
（外装・内装）、備品等
購入・リース料）

③広報・外注等に関する
経費（広報費、委託外注
費）

④その他経費（謝金（士
業等）、託児に要する費
用、手数料等）

0 Ａ 0

0

(注)

総事業費（Ｂ）に対する資金調達の内訳

金額（円） 内訳 金額（円） 調達先

自己資金

金融機関からの
借入金

その他

0

積算基礎

※具体的に記載すること

円

申請事業の経費明細（事業認定申請時）

経費区分

【会員登録等を行うか（要綱第3条第1項第6号の拠点利用事業者に該当するか）の確認】
事業完了までに新たになごのキャンパスまたはナゴヤイノベーターズガレージに会員登録等を行い、実績報告
時までに確認できる書類を提出します。

　【会員登録等に伴う確認事項】
・過去１年間に同一施設において会員登録等を行ったことはありません。
・会員登録後１年間は登録を継続します。（登録状況を追跡調査にて確認することがあります）
・上記に係る確認のため、なごのキャンパス・ナゴヤイノベータズガレージへ私（当社）の情報（社名・屋号、代
表者氏名、本店所在地又は代表者住所）を提供することについて同意します。

補助対象経費

（消費税抜金額）

社名・屋号、代表者名

合　　計
（総事業費（Ｂ）の金額と一致）

合計額

その他（補助事業等の収入、他事業
の売上金等）

今回申請する補助金の対象経費には含めないが、補助事業の実施のあたり必要な経費。

調達の方法

自己資金

その他の事業経費（注）

総事業費（Ｂ）

【上記リストを選択すると表示されます】

補助金交付希望額
・100万円以内の金額

Ａの１／２以内
もしくは

Ａの１／３以内

補助金は補助事業実施期間終了後に検査を経てお
支払する形となりますので、補助金支払いまでの間、
応募者ご自身で補助金交付希望額相当額を手当して
いただく必要があります。

《補助金交付希望額相当額の手当方法》

補助金交付希望額

金融機関からの借入金

補
助
対
象
経
費

調達先


